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まえがき
2015年で３年目となるこの調査は、消費財流通企業のエグゼクティブが、 
常に変化する業界構造、競合関係および経済環境が 
各企業の戦略的優先事項に与える影響をより深く理解するために、 
KPMGとコンシューマー・グッズ・フォーラム（CGF）が実施したものです。

2015年のトップ・オブ・マインド調査は、自社のグローバル戦略に関して深い知見あるいは影響力を持つ 

539人の消費財流通企業のエグゼクティブに対して行いました。 

調査結果をもとに、KPMGとCGFは業界内の各分野の最高経営層と分析や議論を重ねてまいりました。

本調査の目的は、読者である消費財流通企業の皆様が、自社の戦略と目標を評価できるような視点を提供することにあります。 

本調査に織り込まれた事例と洞察は、エグゼクティブがより注視する必要があるかもしれない要因や傾向の特定、 

または同業他社の取組みや戦略をより深く理解するための一助になるはずです。

本調査を読み進める中で、御自身の事業に関わる問題への示唆を認識し、 

ダイナミックに変化する消費者市場において、なぜ「今がタイミングだと考えた時には、 

すでにそのタイミングを逸している」のか、考えてみてください。 

常に成長が求められる競争下においては、立ち止まることイコール遅れを取ることにほかならないのです。

本調査のために時間を割き、ご意見をいただいたすべてのエグゼクティブの皆様に心より御礼申し上げます。 

調査報告書（英語版）はkpmg.com/CMsurveyよりダウンロードいただけます。

今がタイミングだと考えた時には、 
すでにそのタイミングを逸している。
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はじめに

KPMGおよびCGFによる消費財メーカー／小売業者のエグゼクティブ539人を 
対象とした意識調査を、2015年3月から4月にかけて行いました。

Chart 1

今後1～2年の成功に、重要な経営課題は何か。 
　「非常に重要」または「極めて重要」と答えた回答者の割合。
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出典：グローバル消費財流通企業エグゼクティブ トップ・オブ・マインド調査2015、KPMGおよびCGF、n=539

本調査の最初の質問は、次の１～２年における重要な経営課題およびその対応策の評価に関するものでした。 

人材管理と人事制度（HR）、事業拡大または売上成長、およびデータ分析が「非常に重要」または 

「極めて重要」としてあがり、僅差で消費者の健康と福祉、消費者との信頼関係が続きました（Chart1参照）。

人材管理／HR 事業拡大または売上成長 データ分析 消費者の健康と福祉 消費者との信頼関係

コンプライアンス オムニチャネル戦略と 
テクノロジー

社会的および 
環境に対する責任

食品および 
製品の安全

データ・セキュリティおよび 
プライバシー保護
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人材管理／HR

オムニチャネル戦略とテクノロジー

データ分析

社会および環境責任

サプライチェーン

消費者の健康と福祉

消費者の信頼

データ・セキュリティとプライバシー

   

コンプライアンス遵守
食品と製品の安全
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事業拡大または売上成長

トップ・オブ・マインド調査の質問は年々変わって来ていますが、 
2015年の消費財／小売業界のエグゼクティブにとって、 
事業拡大と売上成長はかつてなく重要です。

出典：グローバル消費財流通企業エグゼクティブ トップ・オブ・マインド調査2015、KPMGおよびCGF、n=539

自社の最重要項目であると答えた割合

Chart 2

企業は最も重要な問題をどう優先付けているか。

しかしながら、今年最優先で対応すべき経営課題についての 

質問に対しては、半分近くが事業拡大または売上成長であると 

回答しました。

Chart2が示す通り、「事業拡大または売上成長」以外では、 

「消費者の信頼」と「オムニチャネル戦略とテクノロジー」 

のみが、10人中1人をわずかに上回る割合で、最優先事項に 

挙がりました。会社の成功にとっての重要性という点で最も高く 

ランクされた人材管理／HRを含めて、他の項目は下位を占める結

果となりました。

当面この業界の最大の焦点が、その事業領域、規模、地理的条件 

にかかわらず、事業拡大と売上成長にあることは明らかです。意識 

調査の質問は年々変わって来ていますが、2015年の消費財／

小売業界のエグゼクティブにとって、事業拡大と売上成長は 

かつてないほどに重要なようです。

本調査ではまず、今なぜ、売上成長が最も重要なのかを検証する

ことから始め、その後、成長と事業拡大というゴールを成し遂げる

ために重要なビジネス上の施策について検証します。

極
め
て
重
要
で
あ
る
と
答
え
た
割
合
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ケーススタディ

南アフリカのスーパーおよびコンビニエンス

ストアチェーン最大手のPick n Payは、顧客 

を理解しています。最も興味深い点は、同社

は同じ顧客でもさまざまな顔を持っていると

考えていることです。Pick n Payのガレス・ 

アッカーマン会長は、次のように語っています。 

「母親は日々の買い物に訪れるだけで 

なく、家族のための特別なごちそうの買い

出しやミルクを求めて駆け込んでくることも

あります。同じ金額を払い、同じクレジット 

カードを使っているのですが、その思考は 

その都度違います」。こうした購買行動を

最先端のITを駆使して蓄積し分析することに 

より、Pick n Payは最も適切なSKU（商品 

の最小管理単位）構成、最も望ましい店舗

形態、最も推すべきブランドを決定すること

ができるのです。

同社は、会社の顧客層を理解することの

重要性を認識しています。例えばミレニアル 

世代の成長に伴い、そうした顧客たちに 

特有の「道義への強い信念」に確実に 

応えていかなければならないと同社は考えて

います。すなわち、企業はよき雇用者であり、

地域社会に還元することに注力する必要が 

あるのです。「社会に役立つことがビジネスの 

成功につながるのです」とアッカーマン会長

は言います。Pick n Payは、年間利益の 

5％を毎年、企業の社会貢献活動に費やし 

ています。

Pick n Payは、企業価値に従い行動する

ことで顧客からの信頼を築き、地域社会には

高いブランド力を維持しています。このことは

Pick n Pay  
Stores Limited

本社 : 
南アフリカ共和国、 

ケープタウン

事業 : 
南アフリカ国内および 

近隣諸国における 
スーパーマーケット 

および小売店 
（直営とフランチャイズ） 

1076店舗の展開

設立 : 
1967年

年間収益 : 
730億ランド（60億米ドル）

従業員 : 
50,000人

ブランド : 
Pick n Pay, Boxer

ソーシャルメディア時代にあって重要な事

です。アッカーマン会長は、「すべての利害

関係者との関係構築を慎重に行う必要が 

あります。企業のコミュニティに気を配る 

ことで、想定外の事項が発生した場合の

マイナス影響を最小限に抑えることができ

ます」と語ります。

同時にPick n Payは、調査の他の回答者 

同様に経営課題を抱えていました。経営の

効率化を図るための広範な取組みを行って

きましたが、将来に向けた成長は、売上成長

の増大からもたらされなければなりません。

同社はシステムを集約することにより、重複

を排除し、広告費を抑えるなどの取組みを

行ってきました。

他の企業と同様Pick n Payも、組織のタコ

ツボ化により、特に経営管理データに基づ

いた早急な意思決定が必要とされる際に、

有効性や効率性が阻害される事態を危惧

しています。主な対処法として、管理職員の

重要業績指標（KPI）に、組織の枠を超えた

クロスファンクショナルな評価を反映させる

ことで、他部署との協業効率化を図ってい

ます。

Pick n Payのリーダーシップの最大の特徴

は、会社が成熟期にあるにも関わらず、絶え

ず適応していくことを考えていることにあり

ます。彼らは自らを成長への変革途上にあ

ると考え、消費者の要望に応え、サービスを

提供し続けているのです。

Pick n Pay：消費者は女王－ 
だから、その行動と考えに注目
ガレス・アッカーマン会長へのインタビュー

© 2015 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG network 
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成長戦略
未だ問題を抱えている地域はいくつかありますが、世界経済は長年の景気後退から 
抜け出たようです。消費財および小売業界は、顧客基盤の拡大のみならず、 
新興諸国における人口動態の変化と増加する可処分所得からもたらされる 
消費者の購買意欲の高まりによる恩恵を受けることになるでしょう。

2015年3月、エコノミスト・インテリジェンス・ユニット（EIU）は、世界の 

小売販売について前年比平均年率3.1％の伸長を予測しました。 

食品および飲料、衣類および靴、生活雑貨などのセクターは、 

特定地域の政情不安、不安定な為替相場などの要因により、直近

の消費者マインドの低下の影響を被っています。しかしながら、これら

のセクターは2016年には大幅に改善し、全小売セクターの平均

成長率を充分上回ることが予想されています（Chart3参照）。

加えて、成長予測は堅調で、グローバル経済の将来見通しも過去 

数年より良好なこともあり、業界では、今年は収益の増加に 

注目が集まると言われています。

これは、楽観的な見解です。

経済見通しをより現実的に見ると、明確に前向きな予測とはなり 

ません。少なくとも、世界のどの地域であるかによって見通しは 

変わります。

まず、新興諸国はここ数年、常に成長の源泉でした。これらのマー 

ケットにおける成長は鈍化しているとはいえ、グローバル消費の 

成長は中国、次いでインドにおいて拡大する消費者基盤により 

引き続き牽引されることになるでしょう。アフリカの成長潜在力も 

目覚ましいものがありますが、消費者基盤はまだ新興諸国ほど 

ではありません。一方、米国は景気後退から抜け出たようですが、

欧州連合（EU）はウクライナとロシアの問題に阻まれ、未だ抜け出て

いません。

KPMG英国の成長戦略部門シニアアドバイザーであるジム・ 
グローバーは、KPMG産業調査の結果（Chart4参照）に基づいた 

ここ数年の低成長を指摘し、「今の環境下で成長を追うことは 

極めて難しい」と語っています。彼は、この業界の収益成長を重視

する傾向は、経済成長の見通しが良好であることを前提として 

いるわけではなく、無駄なコストを削減し、バランスシートの改善を

実行したことによるものとの見解を示しています。

業界各社は、もう一歩前進して売上成長に努めなければならない 

ことに気付いています。以後の調査結果の焦点となるこの問題は、 

ジムが言うところの「競争優位性を築くまたは維持するための、 

妥協なき意思決定」にかかっています。

消費者マインドが 
低下しているセクターもある
食品および飲料、衣類および靴、生活雑貨などは、 
特定地域の政情不安と不安定な為替相場などの要因により 
直近の消費者マインドの低下の影響を被っています。
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Chart 3

世界の消費財および小売の見通し

棒線は 
上位4分の1の 
企業における 
最低および 
最高を示す
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Chart 4

対前年比収益成長率

出展：エコノミスト・インテリジェンス・ユニット（EIU）、2015年3月2日 
EIUの産業サービスが対象とする60ヵ国の集計、（b）EIU推計（c）EIU予測

出典：KPMGによる2009年から2014年における45の消費財企業（平均成長率）の分析 
標本対象企業は収益額8億米ドル超の米国およびEU上場の消費財製造業者 
標本対象企業数は年により異なる（2009年38社、2010年43社、2011年45社、2102年45社、2013年45社、2014年44社）
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調査結果は、回答者が売上成長を達成するために検討している戦略 

に対する洞察、さらにはいくつかの潜在的な懸念領域への洞察も 

提供しています。企業の収益を伸ばすための能力に影響を与える6つ

の具体的な「施策」を、本調査とKPMGの分析をもとに紹介します。 

売上成長を牽引する最も一般的な要因には、以下の 6つがあります。

１．消費者との信頼関係
２．オムニチャネル

成長の原動力となるこれらの施策については、最初の2つのセク

ションで紹介します。いずれも簡単に得られるものではなく、掴んだ

ときには脆くも崩れてしまうようなものです。信頼はツイッターの1つの

つぶやきで失われることがあり、今はオムニチャネルがもてはやされて

いても、明日には何か新しいものに取って代わられるのは避けられない

でしょう。今日、特に消費財／小売市場においては、テクノロジーの進歩が、

企業が懸命に築き上げてきたものを簡単に壊してしまうのです。

３．データ・セキュリティ
４．持続可能性と企業の社会的責任（CSR）

回答者の多くはサイバー・セキュリティへの備えに自信があるようですが、

データ破壊は成長の潜在的な阻害要因になり得るものです。しかし

ながら、今回の調査により、そうした自信は危ういまでに過大評価され

ている可能性があることが浮き彫りになってきました。

持続可能性とCSRは、環境へのインパクトや消費者および従業員

の健康や福祉など、いくつかの領域にまたがっています。これらの 

いずれも、また、他の領域におけるCSR に関わるさまざまな課題

は会社の成長を阻害してしまうことがあります。しかしながら、多くの 

企業が認識している通り、CSRへの取組みの成功は消費者の信頼 

構築を通じ、実際には成長の実現要因となり得るのです。

５．消費者志向の理解
６．サプライチェーン

最後の2つの施策は、消費財企業にとって成長の実現要因と

してお馴染みのものです。調査対象の企業にとっても重要と 

みなされていますが、いずれも回答者の多くが認識しているよりも 

さらに大きな成長への機会を秘めています。

成長戦略の成功要因
それが唯一ではないにしろ、 
今や売上成長こそ、業界の大半の企業にとって 
重要なゴールなのです。

成長

原動力

阻害要因

実現要因

上記原動力、阻害要因、実現要因は、 
企業がその成長の道筋を計画する際に並行して検討されなければなりません。 
そして、成否を決定づけるこれらの要素の個々の影響を過小評価すべきではありません。

© 2015 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG network 
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ケーススタディ

創業から1世紀を超えるキリンは、成長を 

極めて重要な目標と捉えていますが、その成長 

は持続可能な正しい在り方に基づく成長

でなければならないと考えています。

歴史的にビールを中心とする事業を展開して 

いますが、現在その領域は多岐にわたっており、 

ビール消費量が頭打ちする中での多様化 

など、各地の嗜好や慣行を採り入れています。

三宅会長によれば、鍵となるのは、「タイム

リーに顧客に近いところでの意思決定」

が行えるように「高い自主性」を備えた地域 

統括会社を各地に置いていることです。 

この方法でキリンは市場における適切な 

ブランド構成を通じて、顧客との間に強い 

つながりを構築しています。他の業界と 

異なり、ビールでは強力なグローバルブランドと 

いうものは稀です。キリンは地域色を適度

に取り込む手法により、将来のある時点で

キリンブランドの「市場へのルートを確立」

できると考えています。

キリンの戦略には、各市場を注意深く観察

することも含まれます。例えば、世界の他の

地域でクラフトビールの重要性が増している

ことが分かれば、クラフトビールの未開の 

地である日本に導入しています。クラフト 

ビールの有利な点は若年層と女性に比較的 

人気があることだと、三宅氏は言います。 

つまり、クラフトビールはキリングループとその 

ブランドに出会う絶好の機会になるのです。

もちろん、地域色を出すだけでは独自とは 

言い難く、キリンは多国籍企業である自社 

内部に強力なブランドを築くことに力を入れて 

います。その中核となるのが、各地の研究

Kirin Holdings
本社 : 

日本、東京

事業 : 
国内外酒類・飲料 

医薬・バイオケミカル

設立 : 
1885年

年間収益（2014年） : 
2 兆1,960億円 
（170億米ドル）

従業員 : 
39,894 人 

（2014年末）

ブランド : 
ビール 

（キリンラガー、キリン一番搾り） 
ワイン 

（シャトー・メルシャン） 
スピリッツ 

（白水（焼酎）） 
清涼飲料 

（キリンファイア、キリン午後の紅茶）

拠点で学べるよう従業員を他の地域に 

派遣する、同社の「人事交換プログラム」です 

（転勤を除く）。この「専門知識」の交換は、 

各地域およびキリングループ全体に恩恵を

もたらしています。

つながりの強化の最後は、顧客との関係

です。キリンは、自社の製品が社会的交流を 

促すために責任ある利用をされることに 

重きを置いています。実際、キリンは飲料

摂取の具体的機会（摂取する人数も含めて） 

に関する独自の調査に力を入れており、 

機会に応じた適切なタイミングで適切な 

製品を提供することを目指しています。

これらすべてをうまく機能させることで、 

正攻法によりキリンの成長が実現して 

います。

キリンホールディングス：つながりの強化を通じた成長
三宅占二会長へのインタビュー
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業界の主要課題の概観 

以下のグラフは、調査対象企業にとって、成功に向けた主要な施策が重要度の点からそれぞれどのようにランクされているかをまとめています。

また、最優先事項と課題、今後1、2年のうちに投資を増やさなければならない領域についても明らかにしています。

最優先で対応すべき 
経営課題

チャレンジ

12%

13%
7%

8%

42%

61% 

0
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60

80

100

32% 25% 19% 19% 18%

0
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40

60

80

100

0

20

40

60

80

100

0

20

40

60

80

100

0

20

40

60

80

100

0

20

40

60

80

100

エグゼクティブの 
約半数にとって、 
最優先で対応すべき 
経営課題は 
事業拡大または 
売上成長です。

事業拡大または 
売上成長

消費者の信頼
オムニチャネル戦略と
テクノロジー

消費者の 
健康と福祉

食品と製品の 
安全

事業拡大または 
売上成長は、 
最大のチャレンジと 
認識されています。

消費者の 
信頼

オムニチャネル戦略 
とテクノロジー

食品と製品の 
安全

サプライ 
チェーン

人材／HR

事業拡大または売上成長
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投資

成長ドライバー

30%

24% 22%

54%
32%

39%

34%

53%
41%

43%

事業拡大または 
売上成長への投資を
重視しています。

拡大または 
売上成長

オムニチャネル 
戦略と 

テクノロジー

消費者の 
信頼

サプライ 
チェーンと 

オペレーション

食品と製品の 
安全

新たな販路と 
流通戦略が、 
今後２年間の 
売上成長を牽引すると
認識されています。

新たな販路と 
流通戦略

製品革新

顧客維持

新規市場 
参入

顧客獲得

出典：グローバル消費財流通企業エグゼクティブ トップ・オブ・マインド調査2015、KPMGおよびCGF、n=539
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興味深いことに、若年層エグゼクティブ（35歳以下）の方が相対的に 
年輩のエグゼクティブ（45歳超）よりも、「消費者からの信頼」を最
優先事項として、売上成長より上位に位置付けています（19％対
11％）。このことは、以下の理解に基づく若年層とビジネスリーダー 
たちの優先事項の変化を示唆しています。

•	どんなに商品やサービスが良くとも、信用／信頼そして企業市民 
としての好感が得られなければ成長することはできない。信用だけ 
で粗悪品を売ることはできないが、信用の欠如は良品の販売をも 
阻害する。

•	消費者は、自らが購入する商品やサービスについて情報をより 
多く求めている。実際、回答者の約4分の3は「消費者は透明性 
を求めている」という点で一致している。事実、透明性なしに、 
あるいは透明性に何らかの問題があれば、成長は阻害されて 
しまう。

•	コンプライアンスによる経済効果が必ずしも正確に把握できない 
中でも、エグゼクティブは、コンプライアンスに問題があれば 
成長に影響を与えることを理解している。自社の持続可能性を
保つ要因についての質問に対しては、3分の2を超える回答者が 
評判とブランドへの信頼の構築が必要と答えており、持続 
可能性を保つ要因として、法的な制約や費用削減を挙げた 
回答者ははるかに少なかった。

2015年エデルマン・トラストバロメーター（大手PRアドバイサリー
企業の年次グローバル調査）では「回答者の約3分の2（63％）は 
信頼していない会社から製品やサービスを購入しない」こと、ほぼ
同数の回答者が「友人や親戚に対してそうした会社を批判する」こ
とが明らかになりました。反対に68％、が信頼できる会社について 
は他者にも推奨すると回答しています。

コンシューマー・グッズ・フォーラム（CGF）（およびその他）の業界
全体に及ぶ取組みがエデルマンの評価に裏付けられていることを

理解することは重要です。彼らの分析では、企業の信頼に影響を 
及ぼすものとして、次の4つの要素を挙げています。

•	業界
•	企業が設立された国
•	企業の種類
•	リーダーシップ

年次バロメーター調査では、消費財／小売業界がテクノロジー業界、 
自動車業界に次いで引き続き良好な成果を見せており、消費財
業界がCSR問題への取組みをはじめとする活動を通じ、消費者
の信頼および信用を獲得し続けていく限り、その業績は堅調を維持 
していくと言えるでしょう。既に実施された調査では、最も信頼できる
ブランドの上位10社のうち5社は消費財／小売業界の企業でした。

消費者の信頼を築くことは必要不可欠であるという姿勢が顕著な
中、小売業者および消費財メーカー双方、特に食品と飲料業界の 
企業にとって信頼を築くための2つの重要な領域として挙げられ
たのが、消費者の健康と福祉、食品と製品の安全でした。消費財 
メーカーでは倫理的な労働慣行を優先事項の3番目として挙げる 
傾向が最も高く、データ・セキュリティ（消費者データの保護）を 
消費者の信頼に影響する重要問題の1つとして考える小売業者は 
消費財メーカーの2倍にのぼりました（Chart5参照）。

消費者の信頼を築き維持する一助として、CGFは消費者エン 
ゲージメントの原則（CEP）を発行しました（http ://www.
theconsunergoodsforum.com）。CEPプロジェクトの目的は、 
オンラインやソーシャルメディア、モバイルなどのデジタルチャネルを 
使った消費者と業界の利害関係者との関わりについて、業界 
ガイドラインを構築することにあります。これらの原則は、業界が 
デジタルチャネルを通じて、信頼に足る方法で責任を持って消費者 
と関わることの宣言となるでしょう。

原動力
1 消費者との信頼関係 
　ー ゆるぎない信用を築く

消費者からの信頼を得ることは、成長に続く最優先事項となっています。 
顧客の信頼は必ずしも成長に直接つながる道ではないかもしれませんが、 
回答者の約3分の1が投資を拡大する対象領域として特定しました。

2015 年エデルマン・トラストバロメーター（大手 PR アドバイザリー企業の 
年次グローバル調査）において、回答者の約3分の2（63%）が、 

「信頼していない会社から製品やサービスを購入しない」、 
「友人や親せきに対してそうした会社を批判する」と回答しました。
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2つの 
重要領域
消費者の信頼を築くことは 
必要不可欠であるという姿勢が 
顕著な中、小売業者および 
消費財メーカー双方、特に 
食品と飲料業界の企業にとって 
その信頼を築くための2つの 
重要な領域として挙げられたのが、 
消費者の健康と福祉、 
食品と製品の安全でした。

消費者の健康と福祉

44% 69%

食品と製品の安全

49% 56%

倫理的な労働慣行

32% 31%

消費者データの保護

45% 19%

従業員の健康と福祉

33% 26%

廃棄物と排気の削減

20% 29%

持続可能な調達

22% 26%

バリューチェーンの透明性

16% 14%

小売業 製造業

出典：グローバル消費財流通企業エグゼクティブ トップ・オブ・マインド調査2015、KPMGおよびCGF、n=539

1 消費者との信頼関係 
　ー ゆるぎない信用を築く Chart 5

消費者の信頼を築く上での重要領域（トップ３を選択）
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of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.



14

オムニチャネルの活用事例については無数の研究や調査があり、 
現在のように激しく変化する環境下にあって、その数も頻繁に変化 
しています。とはいえ、消費者の信頼とともに、オムニチャネルは 
（特に小売業者にとって）重要な課題の1つです。オムニチャネルは
投資領域として重要であると同時に、主要課題の1つでもあります。
以下の一節が適切にこのことを要約しています。すなわち、「オムニチャ
ネルは脅威であるが（新たなテクノロジーを採り入れる必要があるが、 
多くの場合それは完全に検証されないままに採用される）、それが 
うまく行けば、好機となる。」

例えば、最新の携帯端末用決済アプリが標準となり、早期利用者
が得をするケースもあれば、その技術が陳腐化し、早期利用者は 
取り残されてしまうケースもあります。テクノロジーはタイ 
ミングよく採用してうまく活用することで競争優位に立つこと 
ができますが、それはほんの束の間です。今保持しているテクノ 
ロジーにあまりに長い間固執していると、競合他社が採用した最新
のテクノロジーによって先行されてしまうでしょう。イオンのチーフ・デジ 
タル・オフィサーがケーススタディ（P25）の中で指摘しているように、 
設備投資はごく稀な一度きりの決定ではなく、常に継続する問題 
なのです。

昨年の本調査ではオムニチャネルに焦点を当てており、以降、業界
では同課題にうまく対処していると考えている企業もあるかもしれ 
ません。消費財流通企業のエグゼクティブの優先課題の中で 

今なお上位に位置付けられています。事実、今年の成長戦略の 
中で最も頻繁に引き合いに出されており、「新たな販路と流通戦略」
は疑いなく、その多くがオムニチャネルで構成されています。

小売業の半数を超える回答者がチャネル間でシームレスなショッピング 
経験を提供しているとしており、それよりもわずかに少ない回答者が 
携帯端末からの購入機能も提供していると回答しています（Chart6
参照）。これは進展を意味しているのかもしれませんが、競合他社が
積極的に応えている消費者の新たな要求に対して、多くの小売業
者は対応できずにいます。

新たなデジタル・プラットフォームは消費者により多くの柔軟性をもたら
すだけでなく、消費財ビジネスにおいて消費者に対するより広範な 
洞察を提供することで、収益性の高い意思決定を可能にします。
KPMGのリテールチームのグローバル責任者であるマーク・ラーソンは 
次のように指摘しています。「オムニチャネルは販売活動の一環として 
捉える必要があります。小売のリーディング企業は販売促進、価格、
商品種類等の要素に対する顧客の反応を複合的に分析しており、
複数の選択肢を検証し微調整しながら、より最適な価値提案を模索
しています」。

これにより得られた知見は、事業から無駄を省き、戦略的・経済的 
効果および収益性を最大限達成することを可能にします。幅
広い販売チャネルの提供に出遅れている企業は、収益を得る 
機会を逸しています。

シームレス 
ショッピング
半数を超える回答者がチャネル間でシームレスな
ショッピング経験を提供しているとしており、 
それよりもわずかに少ない回答者が携帯端末からの
購入機能も提供していると回答しています。

原動力
2 オムニチャネルとテクノロジー ーどのような 
　戦略が成長を効果的に牽引できるのか

オムニチャネルは比較的新しい用語ですが、テクノロジーの陳腐化は、今や消費者主導の
業界においてはよくあることです。オムニチャネルは変化の最前線であり、今後もそう 
あり続けるでしょう。オムニチャネルはすべての消費者が自分の思い通りに買い物をし、 
購入することを最終目的としていますが、実際には難しい挑戦です。
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KPMGのオムニチャネルチームの責任者であるジャンヌ・ジョンソン 
は、従来の企業内の部署やプロセスの不透明性が、どのように新たな 
販売、販売促進、または流通経路の効率的な統合および管理を 
阻害しているかを説明しています。このような従来のビジネスモデル
は、デジタル社会によって消費者が「独自のチャネルや予想可能な
注文を通してだけでなく、あらゆる方向から製造業者や小売業者へ
たどりつく」ことができるようになったため崩壊しました。

今必要なことは、企業が真にシームレスな経験を消費者に提供する
ために、水平構造になることです。あるいは、スマートウォッチや第三者 
が管理する新たな支払方法など、斬新なテクノロジーを統合する 
ことで、組織を対角構造にすることです。

ジョンソンは、業界は今、その事業運営をどのように最適に組織化
し、調整するか対処する上での‘転換点’にあると指摘しています。 
各社は、以下のいずれかの状態にあります。

１．取り組み中 
２．効果的に競合している 
３．オムニチャネルの商業的価値をフルに活用している

したがって、「オムニチャネルの実現は道半ばです」。昨年ほど 
喫緊の問題というわけではありませんが、なお大きな好機として認識 
されています。もちろん前述の通り、チャンスをつかむ者にとっては 
好機であっても、そうでない者にはリスクあるいは弱点となります。 
間違いなく言えることは、業界が真にシームレスなオムニチャネル
モデルを目指し足並みを揃えるにつれ、今後さらに険しい道が待ち
構えているということです。

オンラインで購入し、 
本人が直接受け取る

オンラインで 
注文を追跡

チャネル間での 
シームレスな 

ショッピング経験

オンラインでの 
購入品を店舗で 

返品／交換

実店舗での購入で 
受けられる 

インセンティブ

オンラインで 
リアルタイムに 

在庫を確認

無料配達 
（国内）

当日配送 
（国内）

携帯端末からの
購入

50% 47% 40% 30%

52%52%52%55%59%

2 オムニチャネルとテクノロジー ーどのような 
　戦略が成長を効果的に牽引できるのか

Chart 6

小売業者が提供するショッピングの機能
（小売業者のみからの回答。標本数174）

出典：グローバル消費財流通企業エグゼクティブ トップ・オブ・マインド調査2015、KPMGおよびCGF。n=174
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恐らく回答者は、その主たるリスクを自社の評判に対するリスクに
ある（財務上のリスクや知的財産への脅威ではない）と考えている 
ため、データ・セキュリティは会社にとっての主要課題の1つでもな
ければ投資の対象にものぼっていません。また、データ・セキュリティ 
のリスクは保険でカバーできる（通常保険が掛けられている）ため、
現時点で他の諸問題に比べ関心が薄いと言えます。

その原因は、自動車のリコールと同様、消費者が不祥事に慣れた 
結果、企業の責任を問うことがあまりなくなってきたことにもあると 
考えられます。実際、不祥事を経験したことのある回答者でさえ、
経験したことのない回答者に比べ強い懸念を示しているということ 
もありません（ただし、不祥事の結果として自社の評判に対する 
リスクを指摘する傾向は、経験者の方がわずかに高くなっています）。

データ・セキュリティの専門家であり、KPMG米国で消費者市場 
サイバーセキュリティチームを率いるトニー・ブフォマンテは、企業の 
データに対する脅威は「以前とは異なり、より複雑で高度になって
いる」ことから、「よりダイナミックになった」と指摘しています。データ 
はハッカーや犯罪者だけでなく、活動家、政府あるいは競合他社
にも狙われる可能性があります。

学習し適応し続けるアタッカーだけでなく、業界関係者が保護する
データも変わりつつあり、必ずしも安全な方法がとられていません。
消費者のニーズやウォンツが進化するにつれ、またモノのインター
ネット化（IoT）や他のテクノロジーが新たな手法のデータを創り出
すにつれ、「機密データがメインフレームの時代に比べて手軽にや
りとりされるようになり、その傾向は日々強まっています」。

このようにデータ・セキュリティは、成長要因だけではなく、リスク 
要因として脅威になっています。実際、ブフォマンテが指摘するよう 
に、成長戦略は時に直接的にリスクを増大させる可能性があり 
ます（例えば、M&Aや新たな知的財産の開発、より明確な例として 
は新たなPOSシステムやオムニチャネル・アプローチなど）。そして 
こうした戦略や課題は、小売業者だけでなく消費財メーカーや 
卸売業者にも関係するため、注目に値します。

企業が直面するサイバー脅威は、常に変化するものです。そして、
万能薬は存在しないものの、その脅威に対し防御を固める手段は
あります。

１．データ・セキュリティは業務上の問題であり、上級役員が注意を 
払うべき事項です。セキュリティは事業戦略やイノベーションと 
密接につながっている必要があります。

２．先進的なデータ・セキュリティは、新たなチャネル、新しいタイプ
の機密データなどによりもたらされる新たな脅威が何かを特定した
上で、成長戦略に適応する必要があります。

３．最も重要なことは、欠かすことのできない「重要資産」を選別し、そこ 
に保護策を集中することです。ブフォマンテは次のように例えていま
す。「ドアと窓に錠をかけても外敵は家に侵入することができます。 
そのために、ダイヤモンドは金庫の中に保管し錠をかけるのです。」

データのすべてを防御することはできません。しかし、データセキュリ 
ティに注意を払い続けることの重要性を認識することで、最も重要な
データを守ることはできるのです。

ここでの主題は、セキュリティへの過信です。ここ数年、データ・セキュリティにおける 
不祥事は、小売業においてとりわけ経済的損失を伴う著しくネガティブな影響を 
生じさせてきました。しかしながら、回答者の半数以上が、 

「サイバー・セキュリティに対する充分なスキルと技術を持っている」としており、 
充分ではないとした回答は5分の1未満でした（18％）。

阻害要因 3 データ・セキュリティ  
　ー 過信はいかにして阻害要因となりうるか

企業のデータに対する脅威は「以前とは異なり、より複雑で 
高度になっている」ことから「よりダイナミックになった」と 
言えます。データはハッカーや犯罪者にはもちろんのこと、 
活動家、政府あるいは競合他社にも 
狙われる可能性があります。
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機密データが 
より手軽にやりとり 
されるように 
なっています。
消費者のニーズやウォンツが進化するにつれ、また 
モノのインターネット化（IoT）や他のテクノロジーが 
新たな手法のデータを創り出すにつれ、「機密データが 
メインフレームの時代に比べて手軽にやりとりされる
ようになり、その傾向は日々強まっています」。

3 データ・セキュリティ  
　ー 過信はいかにして阻害要因となりうるか
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Enablers

企業の社会的責任に関連する諸問題のうち、「食品と製品の 
安全」、「消費者の健康と福祉」が、今年の経営課題の上位に 
ランクされました。これらの課題は消費者の信頼に最も影響を 

及ぼす可能性があるので、驚くにはあたりません。これら2つの 
領域は今年投資を拡大すると思われる領域、そして重要課題 
としても特定されました（Chart７参照）。

1

 2*

3

4

1 1

2

3-4

3-4

2

3

4

社会および 
環境への責任

規制の遵守

食品と製品の 
安全

成功への重要度 
最優先事項 課題 投資拡大

消費者の 
健康と福祉

出典：グローバル消費財流通企業エグゼクティブ トップ・オブ・マインド調査2015、KPMGおよびCGF、n=539＊製造業者でより高くランクされている

阻害要因 4 企業の社会的責任とサステナビリティ 
　ー 成長を促すか、それとも妨げるのか

ここでは、企業のコンプライアンス方針や取組み、および社会および環境に対し 
倫理的な行動を実践するための幅広い問題を扱います。 
かつては企業に任意のものであったこれらの領域におけるコンプライアンスも 
政府や NGO による規制に加え、消費者やステークホルダーからのプレッシャーによって、 
今や積極的なリーダーシップをとることが当たり前になりつつあります。

Chart 7

持続可能性および企業の責任に関する経営課題のランク順位
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環境 vs 健康
消費者が環境的に持続可能な製品に 
より多くの対価を支払うことは稀ですが、 
健康に良い商品には喜んで高い対価を支払う 
傾向にあります。

本調査では、こうした関心領域への回答者のアプローチについて 
調べました。具体的には、回答企業は単に既存の基準を満たして 
るだけなのか、それともこうした領域におけるリーダーなのか、という
質問です。回答者の3分の1が、消費者の健康と福祉、食品と製
品の安全については業界基準を上回り、業界をリードするよう努めて 
いると回答しました。興味深いことに、回答者は倫理的な労働慣行 
についても極めて積極的（35％が業界を「リードしようとしている」
と回答）である一方、従業員の健康と福祉への積極性について
はやや下回りました（業界を主導していると回答したのは24％のみ）。

CGFは業界を代表してこれらの問題に焦点を当て、「CGFヘルス＆ 
ウェルネスに関する決議」（http://www.theconsumergoodsforum. 
com/health-and-wellness-strategic-focus/resolutions）の 
採択に掲げる、以下の進展を見せました。

•	私たちは消費者に、より健康的な食生活やライフスタイルを 
取り入れるという目標をサポートする製品やサービスを幅広く 
提供していきます。

•	私たちは消費者が、情報に基づいて製品選択や製品使用を
行えるようにするための透明性の高い、事実に基づいた情報を
提供していきます。

•	私たちはコミュニケーションや教育プログラムを通して、ヘルス＆ 
ウェルネスやエネルギー・バランスに対する消費者の意識を高め、
健康的な食生活やライフスタイルを推進します。

CGFによる2015年の調査は、これら3つの決議が幅広く浸透 
していることを示しています。CGFのマネージング・ディレクター、 
ピーター・フリードマンは、「消費者が環境的に持続可能な製品
により多くの対価を支払うことは稀であるが、健康に良い商品には 
喜んで高い対価を支払う傾向にあります」と指摘しています。彼は、 
例えばサプライチェーンの上流で労働者がどう扱われているか 
など、社会における人権問題も、また購入決定において重要な 
場合があると言います。

フリードマンはこれらすべての関心領域のさらなる進展については 
楽観的で、透明性と持続可能な調達が具体的な改善に値する 
テーマになるだろうと指摘しています。

CEOや他のリーダーは倫理的で持続可能なビジネス慣行を遵守
することが消費者の信頼を得る上で重要であり、そのことがいずれ 
収益に結び付くことを理解しています。この点については、ケース
スタディに登場するエグゼクティブの一部も同意見です。KPMG 
のカスタマー・センター・オブ・エクセレンスのグローバル責任者、 
ジュリオ・ヘルナンデスは、次のように強調しています。「信頼を 
得られない企業は穴の開いたバケツのようなものです。消費者は
ブランドに信頼が置けないと感じれば、ロイヤリティを感じないばかり 
か、去っていきます。企業は一歩下がって自社のブランドが意味する 
ところ、そしてどうしたら目に見える信頼を築けるかを考える必要が 
あります」。

4 企業の社会的責任とサステナビリティ 
　ー 成長を促すか、それとも妨げるのか
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ケーススタディ

IKEAは、収益成長を最優先とする企業の

典型です。しかしながら、ペーテル・アグネフィ 

エル氏は、自社の目標は「ビジョンを持った

責任ある成長」であると明言しています。

事実、彼の前任の創設者が70年以上前

に打ち出した「より快適な毎日を、より多くの

方々に」というビジョンが、今なお受け継が

れています。

そうした使命が受け継がれている一方で、

成長のためには、社会の変化や消費者

の要請に対してオープンであることが求め

られます。アグネフィエル氏は変化を認識

し、2020年までに収益を倍増させるとい

う意欲的な目標を公言した際、いくつかの

具体的な基本方針を掲げています。「共に

成長するIKEA」戦略の4つの基本方針と

は、成長、人、持続可能性、そしてさらなる

低コスト化です。

この4つ目の基本方針に関連して、IKEAの 

顧客の「時間に対する価値」の感じ方には、 

年齢を重ねるにつれて変化が現れてきました。 

IKEAの顧客が大学に入ったり、初めて家を 

手に入れた頃には、「Do it yourself（DIY）」 

の考え方、つまり「一部は我 （々IKEA）が行

い、一部を顧客が行うことで、共に費用を節

約する」ことに満足していました。しかし、 

今では「我 （々IKEA）が、自宅への配送、組

立、据え付けを行うことも増え」、さらにはデ

ザインや設計の自由度に加え、オンライン 

での購入を求める顧客さえも出てきました。

IKEAは将来の転換期を予測して、市場調査 

および広範な家庭訪問を通じたフィールド 

ワークを重ね、消費者の要望に応える製品

とサービスの開発を提供しています。

IKEA：目的に沿った成長
CEO ペーテル・アグネフィエル氏へのインタビュー

IKEA
本社 : 

オランダ

事業 : 
28ヵ国における 
322の家具・ 

インテリア販売店

設立 : 
1943年

年間収益（2014年）： 
293 億ユーロ 

（331億米ドル）

従業員 : 
147,000 人

ブランド : 
約 9,500 商品

KPMGとCGFが本調査を通じて見てきた

とおり、IKEAにとって重要な実現要因も 

「企業指針」なのです。アグネフィエル氏

は会社のゴール、数値目標、およびKPIを

全員に意識させることの必要性を認識して

います。その重要性ゆえに、IKEAで働く人  々

はこの取組みの一部でなければならないし、 

IKEAが「素晴らしい職場」である必要が 

あるのです。その一端が、革新的な2本 

立てのボーナス増加システムです。まず、

全従業員は会社が所定の財務目標を 

達成すると月額給与に特別手当が加算され 

ます。次いで、IKEAは従業員向けのロイヤ

リティ・プログラムを設けており、IKEAで5年 

以上働く全従業員はこの第2のボーナスを

分かち合います。両者のポイントは、前向き

な職場環境の延長にある高い成長により、 

従業員が確実に恩恵を得られるということ

です。

しかしながら、すべての職務で対価に見合う 

成果を上げるには、「同じところに踏みとど

まらないことだ」とアグネフィエル氏は認識 

しています。彼は、1990年代の企業への 

アドバイスは階層管理を簡素化すること 

だったと指摘します。今重要なのは階層を 

排除し水平的な組織に展開することに 

より、「供給から顧客までのプロセスをできる 

だけ効率化」し、「同じ知識を共有」する 

ことだと言います。

より多くの人々に日常生活のビジョンを 

提供するために、IKEAは「利害のバランス」 

を常に認識することで、成長へのコミットメント

を実現している成功例を示しています。
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優秀な人材は 
あらゆる戦略の要です
本調査ではすべての領域を深く扱っているわけではありません（人材管理／ 
HRなど）。しかし、それら1つひとつが特定の成長戦略に欠かせないものに
なりうるのも確かです。KPMGのタレントマネジメントチームのグローバル 
責任者、イラリア・グレゴッティはこう指摘しています。「人材問題を人事部門に
任せるのではなく、戦略上の経営課題として議論し、管轄するという役員レベル 
での発想の転換が必要な時期にきています。人事部門は人材問題を円滑に
進めると同時に事業の実態の把握に注力し、社員の業務向上を通じて自社
の戦略的成長目標の実現をサポートする必要があります。」
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調査対象企業の収益成長戦略を見ると、半数以上が新たな販売チャネルと流通方法、 
つまり、より効果的なオムニチャネル戦略に今後2年間は注力すると回答しました 

（Chart8参照）。セクター別では、製造業者は（特に北米とアジアにおける）製品の 
イノベーションと新たな市場への進出の可能性が大変高いとしています。一方、 
小売業者は当然ながら顧客獲得、維持と販売戦略により注力するとしています。

年代や地域に関係なく、顧客が何に価値を置くのか、どう行動 
するかを明確に理解することなくして、新たな顧客獲得は難しいと 
言えます。残念ながら、「顧客が実際にどう行動するか理解している」 
という質問に対し「非常にあてはまる」とした回答者は、わずか 
5分の1（21％）で、「顧客が自社ではなく競合他社からどんな製品を 
買うか知っている」に対する回答もほぼ同率（20％）でした（約40％
がこれらの質問に対し「ある程度あてはまる」と回答していることは、 
少なくとも前向きという点においては注目に値します）。

多くの企業では、データ分析の可能性が充分に活用・統合されて
おらず（ケーススタディや専門家へのインタビューで共通する見解）、 

従来の市場調査はデジタル機器時代のサンプリングや行動経
済学の調査結果に追いついていません。したがって、成長戦略が 
あったとしても、顧客の趣向や行動への深い洞察がなければ成功
からはほど遠くなります。競争優位の鍵は、それを最初に掴むこと
ができた者に与えられるのです。

かつては細かくセグメント化して、特定の消費者のグループに的を
絞ることで成功してきました。しかし今日、多くの企業は「1人のセグ
メント」をターゲットにできるようにシフトする必要があるかもしれないと、 
KPMGのリテールチームのグローバル責任者、マーク・ラーソンは
言います。

Chart 8

55% 51% 26% 54% 46% 33% 33% 43%

36% 32% 27% 26% 29% 19% 9% 10%

新たな販路と流通戦略 製品のイノベーション 顧客維持 新規市場参入

顧客獲得 価格および販促戦略 新規販売方法戦略 新たな顧客層を
ターゲットとする

小売業 製造業

出典：グローバル消費財流通企業エグゼクティブ トップ・オブ・マインド調査2015、KPMGおよびCGF、n=539

実現要因 5 消費者志向の理解 ー 成長への実現要因と 
　なり得るが、往々にしてそうはならない

次の戦略のうち今後2年間、売上成長を最も牽引しそうなものは何か（3つまで選択） 
売上成長のためのトップ戦略
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47% 41% 31% 28%

顧客の期待を上回り、 
先を行く

ソーシャルメディアでの
対話の取組み

ロイヤリティまたは 
メンバーシッププログラム

積極的な 
顧客サービス

28% 20% 19%

高度にカスタマイズされた 
コミュニケーションと 

プロモーション

関係する 
コミュニティへの参画

簡易または自動化された 
リピート購入オプション

出典：グローバル消費財流通企業エグゼクティブ トップ・オブ・マインド調査2015、KPMGおよびCGF、n=539

5 消費者志向の理解 ー 成長への実現要因と 
　なり得るが、往々にしてそうはならない

ラーソンの同僚でKPMGドイツのデータ＆アナリティクス・プラク 
ティスのシニアパートナー、トーマス・アーウィンは「データを価値に
繋がる洞察に換える」ことができた者が競争優位に立てると指摘
します。多くの企業が今では「豊富なデータ」の中から洞察を安価
で手に入れることができます。しかし、データを成長と経済価値に 
まで結びつけている企業はほとんどありません。例えば「ダイナ 
ミック・オファリング」では、その場で購入を促すようカスタマイズ 
された瞬時のプロモーションあるいは価値提案を通じて、特定の
顧客の購買行動に影響を及ぼす必要があります。

「顧客の期待を上回る」あるいは「積極的な顧客サービス」などのロイ
ヤリティ戦略（Chart9参照）は、顧客を満足させ維持していく上で効果
的なアプローチです。しかし、すべての顧客に対して行えば、特に顧客
が何を欲しているか正確に把握しているかどうか自信がない場合には 
高くつくことになります。

比較的新しく人気を博しつつある戦略に、「簡易または自動化された 
リピート購入オプション」があります。これは惰性に対する人間の 
傾向を例証した最近の行動経済学の研究（セイラーとサスマンが
提唱し、ダニエル・カーネマンの著書「ファスト＆スロー：あなたの意思
はどのように決まるか？」で有名になった）を採り入れたものです。これら 
の例としてはオンラインでの食料雑貨購入がありますが、そこでは

顧客のショッピングカートに既にいつも購入する商品があらかじめ 
収まっています。あるいはアマゾンの「ダッシュボタン」の技術は、顧客
がWi-Fi対応ボタンをクリックすることで洗濯洗剤や剃刀替刃を補充 
することを可能にしています。

多くの小売業者にとって「ロイヤリティまたはメンバーシッププログラ
ム」は「高度にカスタマイズされたコミュニケーションとプロモーション」 

（28％）と同等に利益をもたらすものでしたが、データ収集とアナリティ 
クスによって、顧客とその消費パターンをより簡単に特定できるように 
なったため、後者の方が一般的になってきています。

実際、従来から自社の顧客に関する情報を持たなかった多くの消費 
財企業（電話番号しかないピザ屋や小売業者を通じて販売している 
食品製造業者など）は、急速にオンラインによる販売促進、受注を 
始めており、より多くのデータを提供する顧客データベースを構築する 
ために、ソーシャルネットワークの利用をも始めています。このデータ 
はその後さらに顧客を理解し、ターゲティングするための行動分析に 
利用することができます。データやテクノロジーによって可能となった、 
高度に的を絞ったコミュニケーションや提案は必須となり、テストプロ 
グラムを経て自己管理できるようになった企業は、明確な優 位 
性を得ることになるでしょう。

Chart 9

ロイヤリティを高めるための戦略（3つまで選択） 
上位7つの回答
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感情的に 
つながる
感情的につながっている顧客の大半は 
そうでない顧客よりもはるかに価値が 
あるのです。実際、彼らは1人いれば、 
ブランドのどんなロイヤリティ・ 
プログラムの平均的な常連客よりも 
貴重なのです。

「ソーシャルメディアでの対話の取組み」（41％）または「関係する
コミュニティへの参画」（20％）など、顧客の感情とより結びついた
ロイヤリティ戦略も重要であり効果的です。複数の業界にわたる 
何千もの顧客を研究したMotista社は、ブランドに対し「感情的に 
つながっている」顧客とそうでない顧客を、統計的に分離できる 
ことを発見しました。その経済効果は注目に値します。感情的に 
つながっている顧客の大半は、そうでない顧客よりもはるかに 
価値があるのです。実際、彼らが1人いるのであれば、それはブランド 
のどんなロイヤリティ・プログラムの平均的な常連客よりも貴重な
のです。

とはいえ、多くの消費財企業、そして究極のロイヤリティは気持ち
であり、単なるリピート購買を超えた感情的な愛着を含むものだと 
考える行動学の専門家にとって、これは目新しいものではありません。

総じて、消費財企業の多くは真に顧客を理解する方法を見出して 
いるようにみられています。これは皮肉にも、消費財セクターが 
伝統的にマーケティングの達人であり、最高の消費者および市場
リサーチャーと見なされてきたためです。

おそらく、顧客を知ることについてのギャップは、市場を取り巻く 
勢力、たとえば携帯端末やソーシャルメディアが混沌を生み出し、優秀 
なネット小売業者が長年にわたり業界を定義してきた関係性をくつ
がえしたことを例にとれば、理解できるでしょう。POSの革新により混
乱が続くことは確かです。さらに問題を悪化させているのは、景気の
後退により、かつて業界を調査し熟知していた社員の数が減って
いることです。

企業はまた、採用戦略についても今日の消費者とそのニーズに 
焦点を当てるために転換する必要があるかもしれません。本調査の 
ケーススタディのいくつかでもこの点に触れており、KPMG英国の
イラリア・グレゴッティはこう説明します。「新市場へと拡張し、オムニ 
チャネルやその他の既存の価値観を打ち砕くようなテクノロジーを 
活用して顧客の信頼を掴み構築するには、新たなスキルと同調 
しそれを育てていくことが求められます。企業はこの点に幹部の思考 
や資源を投入しなければ、積極的に成長していくことはできない 
でしょう」。
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イオングループ
本社 : 
日本

事業 : 
アジア全域での 

１６８のモールおよび 
611のスーパーマーケット 

および小売店

設立 : 
1758年

年間収益 : 
6兆3,950億円 
（515億米ドル）

従業員 : 
420,000人

ブランド : 
トップバリュ 

（6,000品目超）

イオンは、その事業地域の顧客とコミュニ 

ティを知り、奉仕し、自社の価値がうまく 

機能する新市場に投資するという伝統的な 

方法で成長してきており、今後も成長し 

続けるでしょう（イオンは買収を決めた場合、 

現地の経営者に権限を与えており、同社の 

役割をクレジットカード、資本、プライベート・

ブランド商品などの新たなツールへのアク

セスを提供することだと考えています。）

イオンにおける成功の鍵は、業界の変化を 
受け入れることにあります。そしてそれを実現 
するためには、経営者自身が固定観念を 
捨て、終わることのない変化に対し、意識を 
切り替えることが必要となります。例えば：

•	古い「ブランド調査」手法は、意見を集約 
するだけにすぎず、イオンが「顧客への 
価値を高め、来店者数の増加を目指して
差別化する」ためには、顧客の個性や 
地域市場の特性に焦点を当てる必要が
あることを理解していること。

•	顧客の行動をより良く理解するためには、 
オンラインユーザーの経験とソーシャル
メディアを通じて得た情報の統合や、オン 
ラインデータと実拠点データの統合を行う 
必要があることを認識していること。

•	ミレニアル世代消費者の価値の増大を
予測して、この巨大な消費者セグメントをう
まく惹きつけ、サービスを提供するために、
自社の有望なミレニアル世代の従業員を
活用していること。

•	今日の小売業にはより専門的なスキル 
（データ分析など）が求められることを 
理解し、それに応じて人材を採用し、育成

することの必要性、また、そのようなテクノ
ロジーへの投資はもはや一過性のもの 
ではなく、継続的プロセスであることを認識
していること。

こうした事例のすべては、デジタル化が 

顧客の「世界経験」をいかに変革するかを

認識することから始まっています。そして、 

イオンの市場に対する見方は、既に変化 

しており、今後も変化し続けるでしょう。

調査においては、消費者の信頼が相対的

に大きな投資に値する成長の重要な側面

として挙げられていました。ブラック氏とイオン 

にとって、信頼を維持することは事業の 

すべてにおいて極めて重要な要素です。その 

極意は「タネも仕掛けもない」ことです。歴史 

的に信頼とは、本質的に大量販売により

推し進められてきたものであり、有名ブランド 

が尊重され、信頼される傾向がありました。

今は、「ソーシャルメディアが好むものが信頼 

なのです。ソーシャルメディアでは、消費者

の信頼が形作られているのです」。

商品、サービス、そして持続可能性について 

は、透明性の追求だけが将来にわたって

求められます（「今はモラルの問題であっても、 

将来の経済問題になります」）。「イオンは

消費者が、自ら購入する物に関わるすべての 

問題を知りたいことを理解しています。 

そして、ブラック氏は「悪いニュースはかつて 

ないほど、早く伝わる」ことを認識しています。 

したがって、自身の価値観に基づいて 

行動することだけが、信頼を勝ち取り、維持

する唯一の方法なのです。

イオン：デジタル社会における信頼
執行役兼デジタル事業担当　ジェリー・ブラック氏へのインタビュー

ケーススタディ
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サプライチェーンは多くの回答者（69％）にとって重要な領域ですが、 
最も重要としているのはわずかであり、課題に挙げているのは 5分の1以下です。 
それでも多くの回答者は投資拡大対象領域に挙げ、3分の1はサプライチェーンと 
オペレーション（業務）を変えることを計画しています。
回答者は、自社のサプライチェーンを成長要因と見ています。例
えば、新たな販売チャネルと流通戦略を開発することを（63％の 
回答者が）成長に向けての最重要な戦略としています。新規市場 
参入が4番目（39％）で、もちろん、それはサプライチェーン問題を 
含むものであり、2番目に人気のある製品のイノベーション（43％） 
もサプライチェーン問題に含まれます。

サプライチェーン（以前は「ロジスティクス」または単に「チャネル」）は、 
業界のあらゆる側面にわたって従前から存在する問題であり、
2015年に現れた新たな成長の主要ドライバーではありません 

（回答者の中には、オムニチャネルを「サプライチェーン」の一部と
見る向きもありましたが、本調査においては別のカテゴリーに分類し、 
先述の通り「サプライチェーンとオペレーション」よりもさらに重要で
あることが明らかになりました）。

この領域が実現要因になりうると注目する理由に、エグゼクティブ
の多く（3分の1超）が、現在、「自分たちのサプライチェーンは新規 
参入者と競合する上で効果的なスピードと敏捷性を欠いている」と
いう認識を持っていることがあります。「さらに、オンライン購入への 
移行は続き、今や生鮮食料品にまで拡がっており、規制当局や 
消費者による持続可能性への要請の高まりとともに、供給のあ
らゆる側面での効率化の圧力になっています。そして、収益が増加 
すれば、サプライチェーンは効率化を進めなければならず、また 
最終利益が総収入とともに増加するのであれば、さらにそれを 
推し進めなければなりません。例えば、オムニチャネルが消費者に
情報を提供し、購入したいと思った時にどこでもいつでも購入を 
可能にさせるのであれば、サプライチェーンはその購入に備え、 
シームレスに対応する必要があります。

サプライチェーンとオペレーションの改善が事業の継続、成長の
促進に必要であるかどうかに関わらず、組織は機能を横断した 

「うまく作り込まれたサプライチェーン戦略」を必要としています」と、
KPMGの消費財チーム、サプライチェーンのグローバル責任者、
アンドリュー・アンダーウッドは言います。

多くの企業は、サプライチェーンを、需要を特定するため、または 
需要にすぐに対応するための情報源として利用し、成長を加速さ
せています。「サプライチェーンの中での商品の入荷、出荷、返品 
などの追加データ、商品の動き、在庫の状況などを把握し、利用 
することです。データを見えるようにしておくことで、そのデータを 
操作し、有意な情報へと転じられるようにすることが、組織にとって
好機を捉える基本なのです」とアンダーウッドは言います。

この業界においては多くの場合、製造業者が特定の小売業者 
または流通業者と協働し、リアルタイムに情報を共有するといった
パートナーシップの例があります。このようなパートナーシップは、成功へ 
の道筋を確立する上で役立つとともに、強力な販売促進機会を 
作り出します。

サプライチェーンをリアルタイムで捉えるという考え方の好例に 
F１レースがあります。KPMG英国はマクラーレンと提携し、マクラー 
レンの、センサーからの情報を即座にレースカーの強化に使用する 
システムが、消費財業界の製造実績の向上にも応用できることを 
示しました。

電子ショッピングの取扱品目は、 
今や生鮮食料品にまで拡がっており、 
持続可能性社会への要請の高まりとともに、 
供給のあらゆる側面の効率化が 
求められてきています。

実現要因 6 サプライチェーン ー 有効性は成長の実現要因と 
　なり得るが、往々にしてそうはなっていない
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ケーススタディ

パスタ業界で真にグローバルな存在である 

企業はわずかしか存在しませんが、Barillaは 

その途上にあります。グイド・バリラ氏は、いわ 

ゆる“グローバル”企業が各国を画一的に 

扱うのに対して、「我 は々各地の嗜好に事業

を適応させることで国際化を図っています」と

指摘しています。

Barillaの国際化成功の鍵となっている 

実現要因は、同社が参入する各国、各

地域の独自の食品嗜好と伝統に対する 

アプローチにあります。さらに重要なのは 

同社は各地の人材を採用し、「異なる視点

をもたらす」人 を々積極的に集めていること

です。それが「現地市場を理解し、サービス

を提供する唯一の方法と認識しています」。

第2の戦略的差別化は忍耐であり、地域の 

嗜好に最も応えるための方法を学ぶ時間が 

必要です。バリラ氏は、ステークホルダーから 

短期的結果を求める圧力がより少ない 

プライベートの同族会社であることの利点を 

認識しています。同社は拡大のための 

ターゲット市場を選択した後に、例えば 

パスタをお湯でゆでるのではなく、他の材料と 

一緒に調理する商品を開発するなど、じっくり 

と仕事に取りかかることができます。

Barillaの忍耐強さと長期的視点は第3の

戦略である持続可能性の実行を特徴づけて 

います。「人に良く、地球に良く」あろうと 

する同社の誓いは、行動への本物のコミット 

メントなのです。

このコミットメントには、世界中の何百人もの 

科学者が商業上の利益を超えて業界の

問題に取り組むセンター（今は基金）の 

設立などが含まれます。

Barilla：成長は良いこと
グイド・バリラ会長へのインタビュー

Barilla Group
本社 : 

イタリア、パルマ

事業 : 
100ヵ国以上でパスタを 

製造および販売

設立 : 
1877年

年間収益 : 
32億 ユーロ 

（36億米ドル）

従業員 : 
8,106人

ブランド : 
Barilla 

Mulino Bianco 
Voiello 
Pavesi 

Academia Barilla 
Wasa 

Harry’s （フランスとロシア） 
Misko （ギリシャ） 

Filiz （トルコ） 
Yemina and Vesta（メキシコ） 

Barilla自体、センターからの知見を170

の商品の改良に結びつけています。これは、

「強いブランド力を持つ製品のカスタマイ 

ゼーション」の国際展開に、本質的に合致 

しています。同社は経済性だけでなく、それ

以外にも「異なるゴールライン」を定めて 

います。すなわち、安定性、安全性と品質、

そして「社会にとって正しい行動をしている

と認識される」よう努力することです。

バリラ氏によれば、「真摯な食品業者であ

れば、持続可能性へのコミットメントなしに

事業の継続はありえない」と言います。彼は 

パームオイルへの批判が増大する中で、

現在行動に移っています。また、廃棄物に 

関しても2つの側面から批判が起きるで

あろうと予測しています。第1に世界の人口 

拡大に伴う廃棄物の処理問題、そして 

第2に毎年世界で多くの餓死者が出る 

一方で、多くが過食で死亡しているという

痛ましい事実です。

バリラ氏は、消費者リサーチについても従来

とは異なる見解を持ち、70年代から90年代

まではうまくいっていた消費者リサーチは、

現在ではもはや機能しないと認識していま

す。彼は新たに発売される食料品の大半

が5年以内に失敗するという事実を挙げ

ています。しかし、経営者らはいまだに同じ

タイプのリサーチを使っています。「（リサー

チに依存することで）責任を肩の荷から下

ろし、責任と熟考を回避する素晴らしい方

法」だからでしょう。

この比較的小規模な企業は業界には 

収まり切らない目標を掲げ、そのコミット 

メントと独自に考えて行く気概を通じて 

業界をリードしています。

6 サプライチェーン ー 有効性は成長の実現要因と 
　なり得るが、往々にしてそうはなっていない
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顧客を理解する
消費財企業は継続する課題とより広汎な 
消費者行動における変化をチェックし続ける 
必要があります。
成長を勝ち得る者は、とりわけ人口構成、民族、 
そして地理的位置による違いを理解し、 
より消費者の行動に的を絞り、 
それらにどう影響を及ぼすか 
真に理解することのできる者です。

結論
ウィリー・クルーとピーター・フリードマンの、「タイミング」が来たと思うまで 
待ってはならないという警告を思い起こすと、今年の調査からの最も重要な 
メッセージは、もし成長していないなら（すなわち、「立ち止まっているなら」）、 
それは立ち遅れているかもしれないということです。

デジタル・ディスラプション（そして世界の特定の地域における景気 

悪化）ゆえに、消費財企業へのプレッシャーは依然厳しいものがあ

ります。事業から貯えを捻出することはますます難しくなり、実際、 

シームレスな買い物、購入、いつでもどこにいても購入するものに 

ついてすべて知りたいという消費者の増大する要望を踏まえると、 

現状のままテクノロジーを維持し、現在の投資を継続することは 

難しいでしょう。まず、今回の調査では、データ・セキュリティや 

オムニチャネルなどの諸問題への取組みに回答者の多くが満足 

しているという点が懸念されます。KPMGとCGF（および各回答者）

は、こうした領域への継続的取組みが必要であるということで一致 

しています。

第2に、自社の顧客を真に理解しているかということについて、伝統 

的にこの種の洞察を得意とする業界でありながら、その多くが自信 

を失いつつあることに言及しています。優れたリサーチやデータ 

分析なしに、成長を成し遂げることは難しいでしょう。少なくとも

消費財企業は、継続する課題とより広汎な消費者行動における 

変化をチェックし続ける必要があります。成長を勝ち得る者はターゲット 

とする消費者の行動を真に理解し、それらに影響を及ぼすことの 

できる者です。将来何が起きるかを見極めることは困難ですが、市場で 

何が起きているかをできるだけリアルタイムで知ることが必要なのです。

第3に従来のような縦型組織では、もはや意味ある競争力を提供 

できないことはますます明白になっています。企業全体で横断的に、

戦略とその実行を進める必要があります。このことは、おそらく最も 

重要なメッセージです。すなわち、オムニチャネルはサプライチェーンと 

共同する必要があり、また信頼を醸成するために、企業の社会的 

責任と調和していなくてはなりません。もし企業が利益を出せる価格で 

（取組みを台無しにしてしまうデータ破壊を起こすことなく）商品を提供し、

戦略を成し遂げることのできる人々により実行され、顧客がそれらを 

充分に享受しているのであれば、これらすべては大きな成長をもた 

らすでしょう。非常に困難な取組みではありますが、成し遂げること

ができれば恩恵がもたらされるでしょう。

ある1つの領域におけるパッチワーク的対応では限界があります。 

2015年の環境下において売上成長を求めるには、最低でも、 

本調査で議論された原動力、実現要因、そして潜在的阻害要因 

を考慮した戦略を検討する必要があります。これまで述べてきた 

中に、御社の戦略目標達成に資する具体的なアイデアがあることを 

願っています。
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ケーススタディ

United Petroleumは、顧客そして競争を 

理解し、鍵となる既存の原動力に焦点を当て 

ることで成長している代表的な例です。

Unitedは自社が所有する低マージンのコン

ビニエンスストアチェーンに競争力をもたら 

すために、商品である石油事業をうまく活用 

してきました。競合他社は大手の総合石油 

会社であり、彼らは現在ではすべての小売

事業から撤退しています。今やUnitedは、 

ShellやMobilになることなく、地域でどの 

会社よりも統合されています。

同社は現在、セブンイレブンやウールワース 

などの競合他社に直面しています。両者と

も小売ではベテランですが、Unitedの武器

は彼らの顧客が何に価値を置いているか 

レーザービームのように焦点を当てていること、 

つまり安価なガソリンの提供にあります。 

各店舗の外に安価なガソリンの広告を出せば、 

価格を比較するための携帯端末は必要なく、 

そこにガソリンを入れる車があればよいのです。

Unitedは自社の重要な競争力を維持する 

ために、古い理論と新しい技術を組み合わせ

ています。1日4回、Unitedのガソリンスタンド 

各店舗（全店舗がフランチャイズ）では、地域

の特定の競合他社の掲示価格を確認し、 

その価格が中央システムに集められて独自の

計算が行われ、ガソリンスタンドに価格の、 

指針が送り返されます。

そして、同社の給油価格に焦点を当てた戦略

はただ顧客を店舗に招き入れるだけにとどまり

ません。ちなみに、UnitedのCEOトム・オブラ

イエン氏は、「燃料をインターネットで買えない

ことに感謝している」と認めながら、ガソリンが 

安くなれば顧客が店舗で使うお金は増えること 

が売上データで示されていると語っています。 

United Petroleum：古いやり方で成長する
CEOトム・オブライエン氏へのインタビュー

United Petroleum
本社 : 

オーストラリア、 
ビクトリア

事業 : 
320店舗を超える 

コンビニエンスストア 
およびガソリンスタンド

設立 : 
1993年

従業員 : 
2,500人超

ブランド : 
United 

Sweeten Up 
Drink Up 

Power Up, and 
Tech Up

Unitedについて言及すべきもう1点は、企業の

社会的責任です。規制が厳しい低マージン

の業界にあって、そのフランチャイズ店のコン 

プライアンスに依存するビジネスモデルを 

採用するUnitedにとって、企業の社会的 

責任は極めて重要です。オブライエン氏は 

続けます。「我々は企業の社会的責任その 

ものを争点して選択するのではなく、企業の 

社会的責任をどう取り扱うかを争点として 

選択しているのです」。

Unitedは優れた業績をあげ続けていま

すが、少なくともこの一部は健康、清潔さ、 

そして安全を各スタンドで点数化まで行う 

厳格な定期監査によるものです。もし点数が

あまりに低ければ「深刻な問題になり」、それが 

繰り返されれば「アメでは無くムチを入れる」

ことになります。

最後にUni tedの成長見通しについて、 

オブライエン氏は好機を「住み分けによる 

継続的統合」を通じた3つの小売カテゴリーの 

切り口から語っています。まずは、ショッピン

グを行う大型店舗、ますます幅広い商品が 

入手できるようになってきているオンライン、 

そして3番目がコンビニエンスストアです。

オブライエン氏は予言します。消費者がオ

ンラインや大型店舗でより頻繁に購入する 

ようになれば、パンからペットフードなどの、 

Unitedのようなコンビニエンスストアで 

購入できる日用品へのニーズは高まるでしょう。 

その結果として、オブライエン氏は、より廉価

な燃料を供給することにより顧客を引き付

け、コンビニエンスストア業界と、業界にお

けるUnitedの果たす役割は拡大していくと 

見ています。
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欧州およびロシア 中南米
アジア太平洋 中東・アフリカ
北米

本社所在地

本調査について

本調査は 2015年の3月から4月にかけ、オンラインで実施しました。 
企業の本社所在地は41ヵ国におよび、 
合計593名のエグゼクティブに調査に参加頂きました。

回答者の4分の3はチーフ・オフィサー以上であり、 
そのうち3分の1は CEO または取締役会メンバーでした。 
回答者が所属する会社は主に食品、飲料などの消費財メーカー（サブセクター参照）（48％）、 
小売（32％）または流通（20％）企業でした。 
90％近くが年間収益5億米ドル超、34％が50億米ドルを超えています。
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出典：グローバル消費財流通企業エグゼクティブ トップ・オブ・マインド調査2015、 
KPMG およびCGF
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KPMG について

KPMGは監査、税務およびアドバイザリーサービスを提供するプロ

フェッショナルファームのグローバルネットワークです。155ヵ国で

業務を行っており、世界のメンバーファームに162,000人以上の

従業員を擁しています。

KPMGのメンバーファームは、産業分野ごとに組織化されています。 

消費財／小売市場においては、食品、飲料、消費財および小売

セクターをカバーし、豊富な業界経験を持つ専門家の国際ネット

ワークにより構成されています。消費財／小売業界にフォーカス

したネットワークにより、KPMGメンバーファームは世界中のクライ 

アントに対し一貫したサービスとThought Leadershipを提供

する一方、地域課題や市場についても常に十分な知識を有して

います。

KPMGは、消費財および小売業界のクライアントと協働し、 

急速に変化する事業環境下での成功を支援すべく、活動しています。 

KPMGのデジタル戦略、データ分析、サイバー・セキュリティ、 

サプライチェーン・マネジメント、オペレーション・モデリング、および

事業変革プラクティスは、KPMGが業界をリードする専門知識

を擁する領域の一端であり、企業における喫緊のニーズに応え 

ます。
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The Consumer Goods Forum に 
ついて

The Consumer Goods Forum（以下、CGF）は、グローバルな

消費財流通業界のネットワークです。CGFでは、小売業とメーカー 

が対等な立場を有し、会員企業がその活動を推進しております。

世界70ヵ国から400社を超える小売企業、メーカー、サービス 

プロバイダー、関連企業のCEOや経営者が集まり、会員企業の

構成は、消費財流通業界の地理・規模・商品カテゴリー・業態等 

の各側面における多様性をよく反映しています。会員企業の売上高 

総額は2.5兆ユーロに上り、小売企業とメーカーの直接雇用者数

は1千万人、さらにバリューチェーン全体における関連雇用者数は

推定で9千万人に上ります。CGFは、小売業とメーカーのそれぞれ

から選出された50名の会員企業の最高経営責任者（CEO）また

は会長で構成される理事会によって運営されています。

CGFが掲げるミッションは“消費財のメーカーと小売業者を結集し

て業界全体で効率化を図り、ポジティブな変化をもたらすビジネス

手法を追求することで、競争を妨げることなく消費者であるお客様

やその世界にベネフィットをもたらすこと”です。CGFは世界中の 

消費財業界に役立つ実践と標準化の導入を促進するための 

ユニークでグローバルなプラットフォームを提供しています。そし

て現在の消費財流通業界における発展には欠かせない課題、 

「サステナビリティ」、「製品安全」、「ヘルス＆ウェルネス」、「エンド・ 

ツー・エンドのバリューチェーン＆標準化」を軸に活動を展開して 

います。

CGFの成功は、バリューチェーンにおける実践的プラクティスを 

協働で形成し、その実行をリードする会員企業の積極的な参画が

原動力となっています。

パリに本部を置き、ワシントンD.C.と東京にオフィスを構え、世界中

の会員の皆様により多くのサービスを提供します。 

詳しくは、ウェブサイトwww.theconsumergoodsforum.comを 

ご覧ください。
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